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　　　第１条　平成２９年度鞍手町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　　　第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 戸

（２） ｍ3

（３） ｍ
3

（４）

千円

　　　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　水道事業収益 千円

　第１項 千円

　第２項 千円

　第３項 千円

第１款　水道事業費用 千円

　第１項 千円

　第２項 千円

　第３項 千円

　第４項 千円

（資本的収入及び支出）

　　　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。ただし、資本的収入

第１款　資本的収入 千円

　第１項 千円

　第２項 千円

第１款　資本的支出 千円

　第１項 千円

　第２項 千円

        留保資金の内１１４，４６０千円で補填するものとする。

平成２９年度鞍手町水道事業会計予算 

収            入

支            出

収            入

支            出

３４０，８４３

３特 別 損 失

予 備 費

営 業 費 用

５３，９８９

１

営 業 外 費 用

５００

３０９，３５７

３０，９８３

２７，２００

      　額が資本的支出額に対し不足する額１１４，４６０千円は、当年度までの損益勘定

建設改良事業費

企 業 債 償 還 金

工 事 負 担 金

固定資産売却代金

２７，１９９

１４１，６６０

８７，６７１

　　　（総　　則）

　　　（業務の予定量）

給 水 戸 数 ６，８０８

営 業 収 益

４，５８８

年 間 総 給 水 量 １，６７４，８９３

一日平均給水量

７１，２５１

営 業 外 収 益

３１１，８７４

２８，８００

３

主要な建設改良事業

　　　（収益的収入及び支出）

特 別 利 益

３４０，６７７

導水管及び配水管布設替工事等
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　　　第５条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

（１） 収益的支出における各項間の流用

（２） 資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　　　第６条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

（１） 千円

（たな卸資産の購入限度額）

　　　第７条　たな卸資産の購入限度額は、３,０００千円と定める。

　　　　平成２９年３月１日提出

　　　　　　　　　　　　　鞍 手 町 長　  德　島　眞　次

　　　　定める。

６９，００５職 員 給 与 費

　　　　ばならない。

        し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ
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１．収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位:千円）

備　　考

 11．水 道 事 業 収 益 340,677

 １．営 業 収 益 311,874

 １．給 水 収 益 292,067

 ２．受 託 工 事 収 益 11,928

 ３．水 道 加 入 金 5,162

 ４．そ の 他 営 業 収 益 2,717

 ２．営 業 外 収 益 28,800

 １．受取利息及び配当金 1,023

 ３．下水道事務受託収益 2,782

 ４．賃 貸 料 3

 ５．雑 収 益 20

 ６．消 費 税 還 付 金 1

 ７．長 期 前 受 金 戻 入 24,971

 ３．特 別 利 益 3

 １．固 定 資 産 売 却 益 1

 ２．過 年 度 損 益 修 正 益 1

 ３．そ の 他 特 別 利 益 1

２．資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位:千円）

備 考

31．資 本 的 収 入 27,200

 ３．工 事 負 担 金 27,199

 １．施設改良工事負担金 27,199

 ４．固定資産売却代金 1

 １．固 定 資 産 売 却 代 金 1

予　定　額目

平成２９年度鞍手町水道事業会計予算実施計画

予　定　額

収　入

目項

収　入

款

款

項
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（単位:千円）

備　　考

 21．水 道 事 業 費 用 340,843

 １．営 業 費 用 309,357

 １．原 水 及 び 浄 水 費 97,505

 ２．配 水 及 び 給 水 費 49,218

 ３．受 託 工 事 費 10,860

 ４．総 係 費 37,467

 ５．減 価 償 却 費 113,022

 ６．資 産 減 耗 費 1,265

 ７．そ の 他 営 業 費 用 20

 ２．営 業 外 費 用 30,983

 １．支払利息及び企業債取扱諸費 21,734

 ２．消費税及び地方消費税 9,229

 ３．雑 支 出 20

 ３．特 別 損 失 3

 １．固 定 資 産 売 却 損 1

 ２．過 年 度 損 益 修 正 損 1

 ３．そ の 他 特 別 損 失 1

 ４．予 備 費 500
 １．予 備 費 500

（注）減価償却費内訳

（建物）＋（構築物）＋（機械及び装置）＋（車両及び運搬具）＋（工具器具及び備品）

 2,101 ＋ 64,257 ＋    44,685    ＋      301       ＋      1,678       ＝113,022

（単位:千円）

備 考

 41．資 本 的 支 出 141,660

 １．建 設 改 良 事 業 費 87,671

 １．固 定 資 産 購 入 費 965

 ２．施 設 改 良 費 86,706

 ２．企 業 債 償 還 金 53,989

 １．企 業 債 償 還 金 53,989

項 目

支　出

款 項 目 予　定　額

支　出

予　定　額款
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Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

△ 6,881,952

113,022,000

1,263,259

1,000

200,000

4,664,000

800,000

0

369,000

△ 24,971,000

△ 1,023,000

21,734,000

△ 8,762,010

△ 2,756,778

13,763,870

0

0

0

0

111,422,389

1,023,000

△ 21,734,000

90,711,389

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 81,176,854

国庫補助金による収入 0

県補助金による収入 0

工事負担金による収入 27,199,000

固定資産売却による収入 925

出資金による収入 0

投資活動に伴う未収金等の債権の減少額 0

投資活動に伴う未収金等の債権の増加額 0

投資活動によるキャッシュ・フロー（　②　） △ 53,976,929

Ⅲ 財務活動による収入

企業債による収入 0

その他の企業債の償還による支出 △ 53,989,000

その他収入 0

その他支出 0

財務活動によるキャッシュ・フロー（　③　） △ 53,989,000

Ⅳ 現金預金の増加額（　①＋②＋③　） △ 17,254,540

Ⅴ 現金預金の期首残高 472,273,371

Ⅵ 現金預金の期末残高 455,018,831

平成２９年度鞍手町水道事業キャッシュ・フロー計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

小計

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱費

業務活動によるキャッシュ・フロー（　①　）

営業及び営業外未収金増加額

たな卸資産の増加額

営業及び営業外未払金・未払費用の増加額

前払金・前払費用減少額

前受金増加額

その他流動負債の増加

その他流動資産の増加

法定福利費引当金の増加額

修繕引当金の増加額

貸倒引当金の増加額

長期前受金の戻入額

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱費

固定資産売却損

退職給与引当金の増加額

賞与引当金の増加額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 : 円）

当年度純損失

減価償却費

固定資産除去費
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特別職 一般職
報 酬
(千円)

給 料
(千円)

賃金
(千円)

職員手当
(千円)

計
(千円)

本年度損益 (　　　) (　　　)
勘定支弁職員 7

前年度損益 (　　　) (　　　)
勘定支弁職員 7

(　　　) (　　　)

扶養手当 管理職手当 住居手当
時間外
勤務手当

通勤手当 期末手当 勤勉手当

504 488 648 2,378 505 4,248 3,327

840 918 648 1,529 529 4,616 2,819

△ 336 △ 430 849 △ 24 △ 368 508

退職手当 特勤手当
管理職員
特別勤務
手当

期末手当
引当金
繰入

勤勉手当
引当金
繰入

48 2,381 1,672

96 2,350 1,468

△ 48 31 204

平成２９年度鞍手町水道事業給与費明細書

区分

１　総括

給与費

28,593

58,137

57,70313,297 15,813

14,172 16,199

職員手当の
内訳(千円)

27,766

△ 827比　較

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

△ 3,002

職員数（人）

区　分

本年度

前年度

72,007

合 計
(千円)

69,005

875 386 434 △ 3,436

14,304

法定
福利費
(千円)

10,868
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　平均昇給率０．８２７％

　昇給期別職員数

　職員数の異動状況

　採用・退職の状況等

３　給料及び職員手当の状況

　　（１）職員一人当たり給与

平均給料月額(円) 363,386

平均給与月額(円) 416,805

平 均 年 齢 (歳) 49.10

平成28年1月1日現在

事務・技術職員 技能労務職員

平均給料月額(円) 354,229

平均給与月額(円) 428,288

平 均 年 齢 (歳) 49.30

平成29年1月1日現在

区　　　分

 本年度

 前年度

（昇給月）

１月

給与改定実施期

給与改定率

給与改定実施期

0.36%

平成27年4月1日

３　その他の
　　増 減 分

△ 1,067

現に在職する

２　昇給に伴う
　　増  加  分

214

備　　　　　　　　考

給　　料 △ 827

１　給与改定に
　　伴う増減分

26

　給与改定の状況

給与改定率 0.20%

平成28年4月1日

職員数

　   本年度　  7人　  　　   人　　 　　  7人

　   前年度　  7人　 　 　　 人　　   　  7人

　   比　較　   人　　　     人　　   　   人

（職員数）

２　給料及び職員手当の増減額の明細

区　分
増減額
(千円)

増減事由別内訳
(千円)

説明
(千円)

　   採　用　   人

　   退　職　  2人

　   その他　  2人

7

（その他） （計）

職員手当 386

１　制度改正に
　　伴う増減分

318

２　その他の
　　増 減 分

68
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　　（２）初任給

学歴

大学卒

短大卒

高校卒

※一般会計の制度に同じ

　　（３）級別職員数

（　）内には再任用短時間勤務職員について外書き

技能労務職員

28.6

区分

事務・技術職員

職員数
（人）

職員数
（人）

構成比
（％）

2

14.3

14.3

42.8

(  ) (  )

(  )

級

事務・技術職員

給料月額

167,600

155,800

146,100

技能労務職員

学歴 給料月額

短大卒

高校卒

中学卒

153,000

143,500

135,500

級

(  ) (  ) (  ) (  )
５級

構成比
（％）

１級
(  ) (  ) (  )

(  )

(  ) (  ) (  )

(  ) (  ) (  ) (  )

(  ) (  ) (  ) (  )

(  ) (  ) (  ) (  )

計

(  ) (  ) (  ) (  )

(  )

(  ) (  )

(  ) (  ) (  ) (  )

(  ) (  ) (  ) (  )

４級

３級

２級

1

1

3
平成29年1月1日現在

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

計
7 100

(  ) (  )

(  ) (  ) (  ) (  )

1 14.3

1 14.3

(  )

57.1
４級

３級

２級

５級

４級

３級

２級

１級
1 14.3

4

(  )
平成28年1月1日現在

(  ) (  )

(  ) (  )

(  ) (  )

７級

６級

５級

(  ) (  )

(  )

7 100

(  ) (  )

１級

計 計

(  ) (  )

(  ) (  )
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7

7

100.0%

7

2

3

1

1

　　　（級別の標準的な職務内容）

区分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

係長・主幹の
職務

主査の職務
主任主事の職
務

主事の職務事務・技術職
困難な業務を
行う課長の職
務

課長の職務
課長補佐の職
務

１級区分 ５級 ３級 ２級４級

職員数(A)(人) 7

その他(人)

６号給(人) 1

7

技能労務職
極めて高度な
技能又は経験
を有する技能
員の職務

高度の技能又
は経験を有す
る技能員の職
務

相当な技能又
は経験を有す
る技能員の職
務

技能員の職務
特に高度な技
能又は経験を
有する技能員
の職務

８号給(人) 1

1

　　（４）昇給

区分 合計
代表的な職種

備考
事務・技術職 技能労務職

２号給(人) 1

昇給に係る職員数(B)(人) 7

1

4本
年
度

比率(B)／(A)(％) 100.0%

号給数別内訳

４号給(人) 4

1

1

100.0%

昇給に係る職員数(B)(人) 7

前
年
度

職員数(A)(人) 7

号給数別内訳

２号給(人) 2

６号給(人) 1

その他(人)

４号給(人) 3

比率(B)／(A)(％) 100.0%

８号給(人)
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通勤手当 同じ

住居手当 同じ

時間外勤務手当 同じ

　　（８）その他の手当

区分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同じ

（　　　　）

4.30

（　　　　）（　　　　）（　　　　）

一般会計の制度
（支給率等）

2.2252.075

支給対象職員１人あたり
平均支給月額（円）

2.025

2.2252.075

（　　　　）（　　　　）

（　　　　）（　　　　）
一般会計の制度

前年度
2.175

本年度

4.30

（　　　　）

支給率等

4.20

　　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の
者　（月分）

２５年勤続の
者　（月分）

３５年勤続の
者　（月分）

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

備考区分

有り

有り

25.55625 34.5825 49.59

49.59 調整額25.55625 34.5825 49.59

49.59 調整額

　　（５）特殊勤務手当

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率　（％）
（平成２８年１月１日現在）

－ － －

給料総額に対する比率（％） － － －

事務・技術職 技能労務職
全職種区分

代表的な職権

　職務上の段階、職務の
級等による加算措置１２月（月分）

支給率計
（月分）

支給期別支給率

有り

６月（月分）

　　（６）期末手当・勤勉手当

区分 備考
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（単位 : 円）

46,903,606

132,629,258

△ 36,092,630 96,536,628

3,193,792,628

△ 1,561,909,659 1,631,882,969

1,155,211,774

△ 664,474,147 490,737,627

1,381,211

△ 912,483 468,728

9,367,758

△ 6,525,649 2,842,109

0 16,049,622

有 形 固 定 資 産 合 計 2,285,421,289

固 定 資 産 合 計 2,285,421,289

455,018,831

26,030,852

12,360,010

0

0

△ 1,595,790

600,000

流 動 資 産 合 計 492,413,903

資 産 合 計 2,777,835,192

３．固　定　負　債

（１）企 業 債 947,600,223

（２）借 入 金 0

（３）引 当 金

イ 退 職 給 与 引 当 金 13,806,435

ロ 修 繕 引 当 金 37,817,000

ハ 特 別 修 繕 引 当 金 0 51,623,435

固 定 負 債 合 計 999,223,658

 ４．流　動　負　債

（１）未　払　金 44,804,681

（２）未 払 費 用 5,967,836

（３）前 受 金 0

（４）企 業 債 55,364,470

（５）引 当 金 11,305,404

（６）その他の流動負債 11,071,389

流 動 負 債 合 計 128,513,780

平成２９年度鞍手町水道事業貸借対照表

（平成３０年３月３１日）

資 産 の 部

１．固　定　資　産

（１）有 形 固 定 資 産

　 イ．土　　　地

　　　 減価償却累計額

　 ニ．機械及び装置

　　　 減価償却累計額

　 ロ．建　　　物

　　　 減価償却累計額

　 ハ．構　築　物

　 ホ．車両及び運搬具

　　　 減価償却累計額

　 ヘ．工具・器具及び備品

　　　 減価償却累計額

　 ト．建設仮勘定

２．流　動　資　産

（１）現 金 預 金

（２）未　収　金

（３）貯　蔵　品

（４）前 払 費 用

（５）前 払 金

（６）貸 倒 引 当 金

（７）その他の流動資産

負 債 の 部
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（単位 : 円）

５．繰 延 収 益

（１）長 期 前 受 金 970,489,455

（２）長期前受金収益化累計額 385,802,319

584,687,136

1,712,424,574

６．資　本　金

（１）自 己 資 本 金

　 イ．自己資本金 4,992,757

　 ロ．組入資本金 594,342,335

　 ハ．繰入資本金 0

599,335,092

599,335,092

７．剰　　余　　金

（１）資 本 剰 余 金

　 イ．受贈財産評価額 42,475,897

　 ロ．国庫補助金 68,358,188

　 ハ．県費補助金 442,000

　 ニ．鉱害納付金 24,004,377

　 ホ．他会計負担金 16,736,014

　 ヘ．工事負担金 126,911,920

278,928,396

（２）利 益 剰 余 金

　 イ．減 債 積 立 金 23,709,350

　 ロ．利 益 積 立 金 0

　 ハ．建設改良積立金 65,923,673

　 二．当年度未処分利益剰余金 97,514,107

187,147,130

466,075,526

1,065,410,618

2,777,835,192

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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 １．

 １． 265,130,555

 ２． 22,460,185

 ３． 4,289,814

 ４． 2,807,043 294,687,597

 ２．

 １． 89,638,196

 ２． 49,537,119

 ３． 20,906,483

 ４． 41,324,674

 ５． 112,096,598

 ６． 1,453,273

 ７． 27,780 314,984,123

20,296,526

 ３．

 １． 775,000

 ２． 2,247,222

 ３． 9,259

 ４． 18,518

 ５． 0

 ６． 24,530,565 27,580,564

 ４．

 １．

22,892,000

 ２．

0

 ３． 1,918,518 24,810,518 2,770,046

17,526,480

給 水 収 益

下 水 道 事 務 受 託 収 益

賃 貸 料

雑 収 益

営 業 費 用

平成２８年度鞍手町水道事業損益計算書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

　（単位 : 円）

営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

水 道 加 入 金

そ の 他 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

及び地方消費税

雑 支 出

経 常 損 失

営 業 外 費 用

そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

支払利息及び

企業債取扱諸費

消費税

消 費 税 還 付 金

長 期 前 受 金 戻 入
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　（単位 : 円）

5.

１． 925

２． 11,665,282

３． 925

４． 0

５． 0

６． 0 11,667,132

 ６．

１． 1,000

２． 11,665,282

３． 926

４． 0

５． 0

６． 0

７． 0 11,667,208 △ 76

7. 462,963

17,989,519

122,385,578

0

104,396,059

特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

修 繕 引 当 金 戻 入

退 職 給 付 金 戻 入

貸 倒 引 当 金 戻 入

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 損 失

予 備 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

退 職 給 付 金

手 当

減 損 損 失

その他未処分利益剰余金変動額
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（単位 : 円）

46,905,231

134,729,685

△ 36,092,057 98,637,628

3,193,282,303

△ 1,561,909,203 1,631,373,100

1,199,059,552

△ 664,473,451 534,586,101

1,681,828

△ 912,000 769,828

11,044,974

△ 6,524,865 4,520,109

0 1,739,622

有 形 固 定 資 産 合 計 2,318,531,619

固 定 資 産 合 計 2,318,531,619

472,273,371

17,268,842

9,603,232

0

0

△ 1,226,790

600,000

流 動 資 産 合 計 498,518,655

資 産 合 計 2,817,050,274

３．固　定　負　債

（１）企 業 債 1,002,966,324

（２）借 入 金 0

（３）引 当 金

イ 退 職 給 与 引 当 金 13,606,435

ロ 修 繕 引 当 金 37,817,000

ハ 特 別 修 繕 引 当 金 0 51,423,435

固 定 負 債 合 計 1,054,389,759

 ４．流　動　負　債

（１）未　払　金 31,619,231

（２）未 払 費 用 5,389,416

（３）前 受 金 0

（４）企 業 債 53,987,369

（５）引 当 金 5,841,404

（６）その他の流動負債 11,071,389

流 動 負 債 合 計 107,908,809

平成２８年度鞍手町水道事業貸借対照表

（平成２９年３月３１日）

資 産 の 部

負 債 の 部

１．固　定　資　産

（１）有 形 固 定 資 産

　 イ．土　　　地

　 ロ．建　　　物

　 ホ．車両及び運搬具

　　　 減価償却累計額

　 ヘ．工具・器具及び備品

　　　 減価償却累計額

　 ハ．構　築　物

　　　 減価償却累計額

　 ニ．機械及び装置

　　　 減価償却累計額

２．流　動　資　産

（１）現 金 預 金

　　　 減価償却累計額

　 ト．建設仮勘定

（７）その他の流動資産

（２）未　収　金

（３）貯　蔵　品

（４）前 払 費 用

（５）前 払 金

（６）貸 倒 引 当 金
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（単位 : 円）

５．繰 延 収 益

（１）長 期 前 受 金 943,290,455

（２）長期前受金収益化累計額 360,831,319

582,459,136

1,744,757,704

６．資　本　金

（１）自 己 資 本 金

　 イ．自己資本金 4,992,757

　 ロ．組入資本金 594,342,335

　 ハ．繰入資本金 0

599,335,092

599,335,092

７．剰　　余　　金

（１）資 本 剰 余 金

　 イ．受贈財産評価額 42,475,897

　 ロ．国庫補助金 68,358,188

　 ハ．県費補助金 442,000

　 ニ．鉱害納付金 24,004,377

　 ホ．他会計負担金 16,736,014

　 ヘ．工事負担金 126,911,920

278,928,396

（２）利 益 剰 余 金

　 イ．減 債 積 立 金 23,709,350

　 ロ．利 益 積 立 金 0

　 ハ．建設改良積立金 65,923,673

　 二．当年度未処分利益剰余金 104,396,059

194,029,082

472,957,478

1,072,292,570

2,817,050,274

資 本 の 部

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

- 16 -
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注    記    表

Ⅰ 重要な会計方針

   平成２７年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

 １ たな卸資産の評価基準及び評価方法

    たな卸資産は、事業用の材料で先入先出法による。

 ２ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

    ・減価償却の方法 定額法

    ・主な耐用年数

     建物 ８～６５年

     構築物 ９～６０年

     機械及び装置  ８年～１６年

     車両及び運搬具  ５年

工具・器具及び備品  ５～１５年

 ３ 引当金の計上方法

  （１）退職給与引当金

職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、必要額

を計上している。

  （２）賞与引当金

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基

づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

  （３）法定福利費引当金

     職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、年度末における

支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計

上している。

  （４）貸倒引当金

     債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権を貸倒実績率により回収可能性を

検討し、回収不能見積額を計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

- 18 - 

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連

  重要な非資金取引

Ⅲ 予定貸借対照表等関連

 １ 有形固定資産の減価償却累計額 2,269,914,568 円（直接控除した場合）

 ２ 長期前受金収益化累計額 385,802,319 円（直接控除した場合）

 ３ 引当金の取崩し

 （１）退職給付引当金の取崩し

   平成２８年度において、退職手当を支給する事となったため、退職給付引当金 3,491 千円

を取崩している。

（２）賞与引当金の取崩し

   平成２９年６月に、平成２８年１２月分から平成２９年３月分の期末手当、勤勉手当及び

法定福利費を支給する事になるため、引当金より 5,464 千円を取崩している。

Ⅳ その他の注記

  新会計基準移行に係る経過措置

（１） 退職給与引当金に関する経過措置

職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、必要額

を計上している。但し、平成２６年３月３１日までに在職していた一般会計及び水道事

業会計の職員の負担分については、一般会計が負担するものとして処理している。

 （２）修繕引当金に関する経過措置

    平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により

取崩すこととする。

 （３）みなし償却資産の廃止に伴う経過措置

    平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に

資本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良

した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を

除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良した事が明らかな資産は

除く。）を対象とした案分等の方法を用いて合理的に整理している。



白紙
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　　   （参 考 資 料）

　　平成２９年度鞍手町水道事業会計

　　収入支出予算事項別説明書
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収　　　入
本年度 前年度
予定額 予定額

24,971 24,513

1

458

0

20

△ 7

0

 ６．消費税還付金

3

 １．給 水 収 益 292,067

311,874

 ５．雑　収　益 20

 ４．賃　貸　料 10

1,023 775

5,162 ３．水道加入金

　２．営業外収益

 ３．下水道事務
     受託収益

27,746

248

△ 9,051

1,054

2,692

1,912

286,341

313,262

5,726

款　　　　項

１．収 益 的 収 入 及 び 支 出

比　較目

 11．水道事業収益

△ 1,388

340,677 341,011 △ 334

　１．営 業 収 益

25

2,782 2,427

3,250

 ２．受託工事収益 11,928 20,979

 ４．その他営業収益

 １．受取利息及び
     配当金

1

 ７．長期前受金戻入

2,717

355

28,800
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（単位:千円）

区 分 金   額

511  申込手数料 30
 設計審査等手数料 100
 督促手数料 381

10,364  国庫補助金長期前受金戻入 10,364

6,074  工事負担金長期前受金戻入 6,074
 ３．工事負担金
　　 長期前受金戻入

 不用品売却収益

1

 １．国庫補助金
　　 長期前受金戻入

10

 その他雑収益

 １．不用品売却収益

 ３．その他雑収益

10

10

1  消費税還付金 １．消費税還付金

 賃貸料 3

10

3 １．賃　貸　料

 １．預  金  利  息

292,067

1

5,162

292,067 水道料金

11,928

 預金利息 1,023

 雑収益 2,205

 水道加入金 １．水道加入金

 １．水 道 料 金

5,162

2,782 下水道事務負担金

 受託工事収益

2,782

1,023

 材料売却収益

節
説 明

11,928

2,205 ３．雑　収　益

1

 ２．手　数　料

 １．材料売却収益

 １．受託工事収益

 １．下水道事務
　　 受託収益
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収　　　入
本年度 前年度
予定額 予定額

 ２．過年度損益
     修正益

1 1 0

1 0 ３．その他特別利益 1

 １．固定資産売却益 1 1 0

3 3 0　３．特別利益

款　　　　項 目 比　較
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（単位:千円）

区 分 金   額

2,871  他会計負担金長期前受金戻入 2,871

5,655  受贈財産評価額長期前受金戻入 5,655

7  鉱害納付金長期前受金戻入 7

1

 過年度損益修正益 １．過年度損益修正益

 １．その他特別利益

1

 １．固定資産売却益  固定資産売却益 1

 ７．鉱害納付金
　　 長期前受金戻入

1

 ４．他会計負担金
　　 長期前受金戻入

 ５．受贈財産評価額
　　 長期前受金戻入

1

1

 その他特別利益

節
説 明
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支　　　出
本年度 前年度
予定額 予定額

340,843 350,520 △ 9,677

309,357 319,885 △ 10,528

 １．原水及び浄水費 97,505 95,567 1,938

 21．水道事業費用

　１．営 業 費 用

款　　　　項 目 比　較
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（単位:千円）

区 分 金   額

 ３．賃　　　金 13,561  嘱託職員賃金 11,433
 嘱託職員通勤費 265
 嘱託職員期末補給賃金 1,863

 ５．法定福利費 2,187  嘱託職員社会保険負担金 2,028
 労働災害保険料 34
 雇用保険料 125

 職員旅費 19

 ８．備消耗品費 156  備消耗品費 156

 ９．燃　料　費 30  浄水場機械オイル代他 30

 10．光 熱 水 費 28  下水道使用料 28

 12．通信運搬費 62  電話料 48
 放送受信料 14

 13．委　託　料 3,657  定期水質検査委託料 786
 臨時水質検査委託料 147
 検便検査及び健康診断料 67
 電気保守点検業務委託料 523
 汚泥運搬・処理委託料 2,134

 16．修　繕　費 32,444  浄水場及び一般修繕他 32,444

 17．動　力　費 31,200  浄水場及び浮洲取水場電力料 31,200

 18．薬　品　費 9,779  浄水場薬品費 9,714
 その他薬品費 65

 19．材　料　費 50  材料費 50

 22．負　担　金 3,261  浮洲池水質改善装置維持管理負担金 3,261

 23．保　険　料 361  建物・動産災害保険料 361

 ６．旅　　　費 19

節
説 明

- 26 -



支　　　出
本年度 前年度
予定額 予定額

 ２．配水及び給水費 49,218 48,807 411

款　　　　項 目 比　較

- 27 -

（単位:千円）

区 分 金   額

 25．賞与引当金繰入額 611  賞与引当金繰入額 611

 26．法定福利費 89  法定福利費引当金繰入額 89
引当金繰入額

 31．雑　　　費 10  諸雑費 10

 １．給　　　料 14,861  給料 14,861

 ２．手　　　当 6,793  扶養手当 312
 住居手当 648
 時間外勤務手当 1,660
 通勤手当 395
 期末手当 2,161
 勤勉手当 1,617

 ５．法定福利費 4,150  一般職員共済組合負担金 4,092
 一般職員定期団体保険掛金 8
 公務災害補償基金負担金 50

 職員旅費 10

 ８．備消耗品費  備消耗品費 97

 ９．燃　料　費  公用車燃料代 374

 10．光 熱 水 費  配水池等電気料 204

 12．通信運搬費 569  テレメーター電話回線使用料 536
 六反田加圧ポンプ電話回線使用料 33

 13．委　託　料 7,640  定期水質検査委託料 2,160
 臨時水質検査委託料 590
 漏水調査委託料 3,572
 その他委託料 1,318

 16．修　繕　費  漏水修繕他 9,971

 17．動　力　費  六反田・室木加圧ポンプ電力料 1,152

 管・弁類他材料費 400

 20．補　償　費  補償費 100

204

9,971

97

374

 ６．旅　　　費 10

400

100

節
説 明

 19．材　料　費

1,152

- 28 -



支　　　出
本年度 前年度
予定額 予定額

 ３．受託工事費 10,860 19,599 △ 8,739

 ４．総　係　費 37,467 42,074 △ 4,607

款　　　　項 目 比　較

- 29 -

（単位:千円）

区 分 金   額

 公用車任意共済保険料 50
 23．保　険　料 197  公用車自賠責保険料 28

 水道施設等賠償責任保険料 119

 25．賞与引当金繰入額 2,272  賞与引当金繰入額 2,272

 26．法定福利費 402  法定福利費引当金繰入額 402
引当金繰入額

 31．雑　　　費  公用車重量税 26

 ６．旅　　　費  職員旅費 10

 ８．備消耗品費  備消耗品費 20

 24．工事請負費  工事請負費 10,830

 １．給　　　料 12,905  職員給料 12,905

 ２．手　　　当 5,353  扶養手当 192
 管理職手当 488
 時間外勤務手当 718
 通勤手当 110
 期末手当 2,087
 勤勉手当 1,710
 管理職特別手当 48

 ５．法定福利費 3,531  一般職員共済組合負担金 3,491
 一般職員定期団体保険掛金 6
 公務災害補償基金負担金 34

 ６．旅　　　費 10  職員旅費 10

 ７．退職給付費 200  退職給付費 200

 ８．備消耗品費 431  備消耗品費 287
 図書代 144

 ９．燃　料　費 9  公用車燃料代 9

20

10,830

26

10

節
説 明

- 30 -



支　　　出
本年度 前年度
予定額 予定額

 ５．減価償却費 113,022 112,137 885

款　　　　項 目 比　較

- 31 -

（単位:千円）

区 分 金   額

 11．印刷製本費 1,253  印刷製本費 1,253
  (イ)納入通知書兼領収書 475
  (ロ)汎用POSTEX(シーラ) 270
  (ハ)検針ロール（100枚／巻） 405
 （二）その他一般事務用品代 103

 12．通信運搬費 1,246  電話料 48
 郵送料 1,198
　(イ)口振不能通知送付 125
　(ロ)納付書・督促状送付 889
　(ハ)メーター替他一般事務用 184

 13．委　託　料 6,474  検針委託料 6,474

 14．手　数　料 1,293  口座振替等取扱手数料 1,293

 15．賃　借　料 2,042  電算リース料 2,014
 複写機使用料 28

 20．補　償　費 100  補償費 100

 22．負　担　金 151  日本水道協会会費 105
 研修会負担金 46

1,781  賞与引当金繰入額 1,781

 26．法定福利費 309  法定福利費引当金繰入額 309
引当金繰入額

 30．貸倒引当金繰入額 369  貸倒引当金繰入額 369

 31．雑　　　費 10  諸雑費 10

 32．有形固定資産 113,022  建物減価償却費 2,101
　　 減価償却費  構築物減価償却費 64,257

 機械及び装置減価償却費 44,685
 車輌運搬具減価償却費 301
 工具・器具及び備品減価償却費 1,678

 25．賞与引当金繰入額

節
説 明

- 32 -



支　　　出
本年度 前年度
予定額 予定額

 ６．資産減耗費 1,265 1,681 △ 416

 ７．その他営業費用 20 20 0

30,983 30,132 851

21,734 22,892 △ 1,158

9,229 7,220 2,009

20 20 0

3 3 0

 １．固定資産売却損 1 1 0

1 1 0

 ３．その他特別損失 1 1 0

500 500 0

 １．予　備　費 500 500 0

　３．特別損失

 ３．雑　支　出

 ２．過年度損益
     修正損

　２．営業外費用

 ２．消費税及び
　　 地方消費税

 １．支払利息及び
　　 企業債取扱諸費

　４．予　備　費

款　　　　項 目 比　較

- 33 -

（単位:千円）

区 分 金   額

 33．固定資産除却費 1,264  固定資産除却費 1,264

 34．たな卸資産減耗費 1  たな卸資産減耗費 1

 35．材料売却原価 10  材料売却原価 10

 36．雑　支　出 10  雑支出 10

21,734  企業債利息 21,734

9,229  消費税及び地方消費税 9,229

10  雑支出 10

10  不用品売却原価 10

 51．固定資産売却損 1  固定資産売却損 1

 52．過年度損益修正損 1  過年度損益修正損 1

 53．その他特別損失 1  その他特別損失 1

 56．予　備　費 500  予備費 500

 50．不用品売却原価

 36．雑　支　出

 47．企業債利息

 49．消費税及び
　　 地方消費税

節
説 明
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収　　　入
本年度 前年度
予定額 予定額

 31．資本的収入 27,200 22,140 5,060

　３．工事負担金 27,199 22,139 5,060

27,199 22,139 5,060

1 1 0

1 1 0

支　　　出
本年度 前年度
予定額 予定額

 41．資本的支出 141,660 114,978 26,682

87,671 80,601 7,070

965 3,151 △ 2,186

86,706 77,450 9,256

53,989 34,377 19,612

53,989 34,377 19,612

　２．企業債
　　　償還金

　１．企業債償還金

　１．固定資産
　　　購入費

比　較

　２．施設改良費

　１．建設改良
　　　事業費

款　　　　項 目

　１．施設改良工事
　　　負担金

　４．固定資産
　　　売却代金

款　　　　項 目 比　較

　１．固定資産
　　　売却代金

２．資 本 的 収 入 及 び 支 出

- 35 -

（単位:千円）

区 分 金   額

27,199  施設改良工事負担金 27,199

1  固定資産売却代金 1

（単位:千円）

区 分 金   額

965  量水器購入費 965

15,455  設計・監理委託料 15,455

71,251  導水管及び配水管布設替工事等 71,251

53,989  企業債元金償還金 53,989　71．企業債償還金

節

　69．営業用固定資産
　　　購入費

　13．委託料

説 明

説 明

　70．施設改良費

　１．施設改良工事
　　　負担金

節

　１．固定資産
　　　売却代金
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